
 

 

 

 

 

資料編 
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資料１ ごみ減量・リサイクルに関する意識調査結果（抜粋） 

 

 １．調査の概要 

 

 （１）調査の目的 

市民及び事業者のごみ減量・リサイクル推進に関する意識やニーズ、行動等について

把握し、本計画策定にあたっての基礎資料とすることを目的として、調査を実施した。 

 

 （２）市民意識調査 

 

○実施時期 

平成 27 年７月６日～７月 24日 

 

○調査対象者 

住民基本台帳から無作為に抽出した 3,000 世帯 

 

○調査方法 

郵送による配布・回収 

 

○有効回収数（有効回収率） 

1,251 票（41.7％） 

 

 

（３）事業所意識調査 

 

○実施時期 

平成 27 年７月１日～７月 24日 

 

○調査対象者 

『くまもと企業白書』2014 年版（くまもと経済（株）地域経済センター発行）掲

載の、市内に本社または営業所を有する事業者から無作為に抽出した 1,000 社 

 

○調査方法 

郵送による配布・回収 

 

○有効回収数（有効回収率） 

574 票（57.4％） 
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 ２．市民意識調査結果（抜粋） 

 

１．ごみ問題への関心と地域におけるごみ出しマナーについて 

 

問１ あなたは、ごみ減量やリサイクルなどのごみ問題に関心がありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２ どのような内容に関心がありますか。【○は３つまで】 

32.1%

39.0%

非常に

関心がある

55.3%

51.5%

やや

関心がある

7.2%

4.6%

あまり

関心がない

0.5%

0.4%

関心がない

4.9%

4.6%

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

ｎ=1,251

前回調査

ｎ=1,383

凡例

67.1%

30.9%

55.5%

29.0%

14.8%

27.8%

35.9%

1.0%

62.0%

28.4%

51.3%

42.4%

10.3%

28.7%

25.8%

1.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ごみが多いこと（過剰包装や

使い捨て商品・容器が多いこと）

まだ使えるものを

容易に捨ててしまうこと

資源となるものの

分別やリサイクルについて

ごみの出し方のマナーが悪いこと

ごみ焼却施設や埋立処分場の

環境への影響

空き地などへの不法投棄

地球温暖化や熱帯林・オゾン層

破壊など地球的規模の問題

その他

前回調査

ｎ=1,251

今回調査

ｎ=1,094

※複数回答 
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30.1%

30.8%

よいと思う

45.7%

47.0%

どちらかといえば

よいと思う

13.2%

11.1%

どちらかといえば

悪いと思う

3.5%

2.5%

悪いと思う

7.5%

8.6%

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

ｎ=1,251

前回調査

ｎ=1,383

凡例

58.0%

46.8%

29.8%

62.8%

47.3%

29.8%

5.3%

11.2%

14.9%

10.1%

77.5%

53.1%

37.8%

83.7%

56.0%

45.0%

7.2%

19.6%

17.2%

11.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

収集日以外の日に

ごみが出されている

収集日の前日の夜から

ごみが出されている

収集が終わった後で

ごみが出されている

分別しないでごみが出されている

違う地区の人がごみを出しに来る

燃やすごみ（または埋立ごみ）が指定

収集袋以外の袋で出されている

お店や事業所のごみが出されている

まちがったごみ置き場に出されている

市が収集しないごみ（タイヤ、バッテリー、

家電４品目など）が出されている

その他

前回調査

ｎ=188

今回調査

ｎ=209

 

問３ あなたが利用するごみ置き場の、ごみの出し方のマナーについてどう思いますか。 

 

 

 

問４ ごみの出し方のマナーが悪いと思う理由は何ですか。【該当するものすべてに○】 
 
 
 
 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※複数回答 
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問５ 市が収集するごみの出し方（分別区分）について知っていますか。 

 

 

 

問６ 市が収集するごみについてきちんと分別していますか。 

 

 

 

 

49.6%

48.4%

よく

知っている

48.0%

49.1%

ある程度

知っている

1.4%

0.9%

あまり知らない

0.2%

0.5%

知らない

0.8%

1.0%

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

ｎ=1,251

前回調査

ｎ=1,383

凡例

69.0%

70.4%

きちんと

分別している

29.1%

27.1%

ある程度

分別している

0.6%

0.4%

あまり

分別していない

0.1%

0.1%

分別していない

1.3%

2.0%

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

ｎ=1,251

前回調査

ｎ=1,383

凡例
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３．ごみを減らすための取り組みについて 

 

問９ 次のごみ減量やリサイクルへの取り組みについて、どの程度実行していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問１０ 現在、市が実施している次のごみ減量・リサイクル推進施策について知っていま
すか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

70.9%

12.1%

12.9%

34.9%

21.6%

29.8%

29.8%

10.2%

6.0%

18.2%

37.3%

23.9%

2.2%

2.3%

21.3%

51.2%

49.1%

44.6%

22.5%

55.6%

48.6%

9.7%

37.1%

45.7%

29.6%

33.3%

11.3%

9.8%

4.6%

30.1%

31.0%

14.9%

49.9%

10.2%

17.6%

75.5%

51.0%

30.9%

28.9%

38.1%

81.4%

82.6%

3.1%

6.6%

7.0%

5.5%

6.1%

4.4%

4.0%

4.6%

5.8%

5.1%

4.2%

4.7%

5.2%

5.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①買い物袋を持参する

②再生品を優先して選ぶ

③使い捨て商品は買わない

④過剰包装は断る

⑤紙パック・白色トレイは店頭などの

回収ボックスに出す

⑥料理などで極力ごみが出ないようにする

⑦家具・電化製品・衣料などは直して長く使う

⑧生ごみの堆肥化を行う

⑨家族や友人との間でごみ問題を話題にする

⑩不用品は人に譲ったりバザーに出したりする

⑪地域の廃品回収に協力する

⑫地域の環境美化活動に参加する

⑬ごみに関する講演会や施設見学会に参加する

⑭環境問題に関する団体活動に参加する

積極的に

実行している

多少は

実行している

実行していない 無回答

25.2%

8.7%

7.0%

5.7%

8.6%

3.8%

2.6%

22.9%

50.7%

48.1%

30.1%

31.9%

19.8%

19.6%

45.2%

33.8%

38.0%

57.4%

52.1%

68.9%

70.4%

6.7%

6.8%

6.9%

6.8%

7.4%

7.4%

7.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①廃品回収（集団回収）への助成

②生ごみ堆肥化（コンポスト）容器の助成

③家庭用生ごみ処理機の助成

④ごみ焼却施設などの見学

（バスツアーなど）

⑤リサイクル情報プラザ

⑥地域で行う出前講座

⑦減量美化推進員制度

知っていて、利用・

参加したことがある

知っているが、利用・

参加したことはない

知らない 無回答
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29.6%

32.3%

ほぼ毎日

12.7%

8.7%

週５回

1.4%

2.2%

週４回

5.1%

4.7%

週３回

18.1%

19.2%

週２回

15.9%

16.1%

週１回

6.3%

8.2%

月２回

程度

8.9%

7.4%

月１回

以下

2.1%

1.2%

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

ｎ=574

前回調査

ｎ=595

凡例

50.7%

49.1%

0～10㎏

未満

13.6%

18.3%

10～20㎏

未満

15.7%

16.6%

20～50㎏

未満

6.3%

5.5%

50～100㎏

未満

6.4%

4.9%

100～500㎏

未満

2.4%

2.7%

500㎏

以上

4.9%

2.9%

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

ｎ=574

前回調査

ｎ=595

凡例

6.1%

5.5%

ほぼ毎日

1.0%

1.7%

週５回

0.5%

0.3%

週４回

2.1%

2.5%

週３回

7.1%

4.9%

週２回

13.8%

26.5%

週１回

13.2%

15.3%

月２回

程度

51.4%

48.4%

月１回

以下

4.7%

5.9%

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

ｎ=574

前回調査

ｎ=595

凡例

 ３．事業所意識調査結果（抜粋） 

 
 
 

問４ 貴事業所から排出される可燃ごみの排出頻度及び１回当たりの排出量はどれくらい
ですか。 

 

○排出頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○１回当たり排出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問５ 貴事業所から排出される不燃ごみ
．．．．

の排出頻度及び１回当たりの排出量はどれくら
いですか。 

○排出頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．ごみの排出量と処分方法について 



 75 

40.4%

36.8%

0～10㎏

未満

24.4%

28.1%

10～20㎏

未満

8.4%

9.7%

20～50㎏

未満

4.9%

5.5%

50～100㎏

未満

7.8%

5.4%

100～500㎏

未満

5.4%

4.9%

500㎏

以上

8.7%

9.6%

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

ｎ=574

前回調査

ｎ=595

凡例

○１回当たり排出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問８ 貴事業所では、ごみの減量やリサイクルへの取り組みについてどのようにお考えで
すか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．ごみの減量やリサイクルへの取り組みについて 

① 重要な問題なので、積極的に取り組んでいる
② 重要な問題なので、今後具体的にできることを積極的に推進したい
③ 重要性は理解できるので、できる範囲で協力していきたい
④ 重要性は理解できるが、協力は難しい
⑤ 当事業所にはあまり関係がないと思う
⑥ わからない
⑦ その他
⑧ 無回答

22.3%

23.7%

①

23.3%

29.2%

②

47.6%

42.5%

③

1.2%

0.7%

④

2.3%

1.2%

⑤

0.9%

0.7%

⑥

0.2%

0.8%

⑦

2.3%

1.2%

⑧

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

ｎ=574

前回調査

ｎ=595

凡例
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問９ 貴事業所でごみの減量やリサイクルを行う場合の問題点は何ですか。【○は２つま
で】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

12.8%

7.1%

3.5%

27.9%

25.4%

3.5%

3.2%

40.8%

11.3%

8.7%

5.4%

21.3%

25.8%

2.4%

2.4%

43.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

経済的メリットが少ない

資源化する方法がわからない

資源化を委託できる

業者を知らない

分別の周知・徹底が難しい

保管するための

スペースや設備がない

その他

わからない

特に問題はない

前回調査

ｎ=595

今回調査

ｎ=574

※複数回答 
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環廃対発第1410081号 

平成 26 年  10  月８日 

 

各都道府県知事・各政令市市長 殿 

 

 

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部長    

 

 

一般廃棄物処理計画を踏まえた廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

の適正な運用の徹底について（通知） 

 

 

一般廃棄物処理行政の推進については、かねてより種々御尽力、御協力いた

だいているところである。 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45 年法律第137 号。以下「廃棄

物処理法」という。）が目的とする生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る

上では、廃棄物の適正処理が基本であり、一般廃棄物の処理に関しては、その

処理全体について統括的な責任を有する市町村の役割が極めて重要である。 

市町村の処理責任の性格については、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律

第６条第１項の規定に基づくごみ処理基本計画の策定に当たっての指針につ

いて」（平成20 年６月19 日付け環廃対発 第080619001 号、環境省大臣官房

廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課長通知。以下「６.19 通知」という。）

で周知したとおり、市町村自らが行う場合はもとより、市町村以外の者に委託

して行わせる場合でも、引き続き市町村が有するものである。また、許可業者

に行わせる場合にあっても、市町村が統括的な責任を有するものであり、一般

廃棄物処理計画にこれを位置付け、一般廃棄物の適正な処理の継続的かつ安定

的な実施が確保されるよう、業の許可の運用を行うことが重要である。 

この市町村以外の者に一般廃棄物処理業の許可を与えて行わせる場合の考

え方に関して、平成26 年１月28 日の最高裁判決（別添資料参照）において、

市町村長から一定の区域につき既に一般廃棄物処理業の許可又はその更新を

受けている者は、当該区域を対象として他の者に対してされた一般廃棄物処理

業の許可処分又は許可更新処分について、その取消訴訟における原告適格を有

するとの判示がなされた。 

資料２ 一般廃棄物処理計画を踏まえた廃棄物の処理及び清掃に関する法律の適正

な運用の徹底について（通知） 
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一方、市町村が処理委託した一般廃棄物に関連して、大規模な不適正処理事

案が発生しているが、依然として解決を見ないまま長期化している状況にある。 

このような状況を踏まえ、改めて下記事項に留意いただき、都道府県知事に

おかれては貴管内市町村に対し、廃棄物処理法の適正な運用の徹底のため周知

徹底及び指導方お願いしたい。 

 

記 

 

１．市町村の一般廃棄物処理責任の性格 

市町村は、その区域内における一般廃棄物を、生活環境の保全上支障が生じ

ないうちに廃棄物処理法施行令第３条各号に規定する基準（以下「処理基準」

という。）に従って処理を行い、最終処分が終了するまでの適正な処理を確保

しなければならないという極めて重い責任を有する。このため、仮に不適正な

処分が行われた場合には、生活環境の保全上の支障の除去や発生の防止のため

に必要な措置を講ずることが求められる。 

廃棄物処理法第６条の２第２項の規定における「市町村が行うべき一般廃棄

物の収集、運搬及び処分」とは、市町村自ら行う場合と市町村が委託により行

う場合の両方を指しており、両者を同様に扱っていることから、市町村の処理

責任については、市町村が自ら一般廃棄物の処理を行う場合のみならず、他者

に委託して処理を行わせる場合でも、市町村は引き続き同様の責任を負う。こ

のため、市町村は、廃棄物処理法施行令第４条各号に規定する基準（以下「委

託基準」という。）に従った委託及び適切な内容の委託契約の締結等を通じて、

受託者が処理基準に従った処理を行うことを確保しなければならない。 

この場合の委託基準には、業務の遂行に足る施設、人員及び財政的基礎を有

し、業務に関する相当の経験を有する適切な者に対して委託すること等の受託

者としての要件に加え、「受託料が受託業務を遂行するに足りる額であること」

が定められており、経済性の確保等の要請ではなく、業務の確実な履行を求め

る基準であることに留意が必要である。 

また、結果的に、受託者による適正な処理の確保がなされなければ、その責

任は市町村が負うものであり、市町村が委託基準を遵守したか否かにかかわら

ず、市町村は、受託者と連帯して生活環境の保全上の支障の除去や発生の防止

のために必要な措置を講ずる必要がある。さらに、それらの措置が十分でない

場合には、市町村は自らそれらの措置を講ずる必要がある。 

以上のとおり、市町村の処理責任は極めて重いものであることを改めて認識

されたい。 
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２．最高裁判決の趣旨 

平成26 年１月28 日の最高裁判決は、「廃棄物処理法において、一般廃棄物

処理業は専ら自由競争に委ねられるべき性格の事業とは位置付けられていな

いものといえる」としており、「一般廃棄物処理計画との適合性等に係る許可

要件に関する市町村長の判断に当たっては、その申請に係る区域における一般

廃棄物処理業の適正な運営が継続的かつ安定的に確保されるように、当該区域

における需給の均衡及びその変動による既存の許可業者の事業への影響を適

切に考慮することが求められる」との考えに基づき判断されたものである。 

したがって、仮に市町村長が一般廃棄物処理計画を踏まえた既存業者への事

業の影響等を適切に考慮せずに一般廃棄物処理業の許可処分又は許可更新処

分を行った場合には、既存業者からの訴えにより当該許可処分等は取り消され

る可能性があるということになる。これは新たな許可処分に限定されるもので

はないことにも留意する必要がある。 

当該判決は、これまで６.19 通知等により周知してきた廃棄物処理法の目的

及び趣意に沿ったものであることから、これを機に、一般廃棄物処理を市町村

以外の者に委託し又は許可を与えて行わせる場合を含めて、廃棄物処理法の目

的及び趣意を改めて認識の上、一般廃棄物処理計画の適正な策定及び運用をな

されたい。 
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（別添） 

 

平成26年１月28日 最高裁第三小法廷判決 

「一般廃棄物処理業許可取消等、損害賠償請求事件」判決理由抜粋 

 

① 「一般廃棄物処理業は、市町村の住民の生活に必要不可欠な公共性の高い

事業であり、その遂行に支障が生じた場合には、市町村の区域の衛生や環境

が悪化する事態を招来し、ひいては一定の範囲で市町村の住民の健康や生活

環境に被害や影響が及ぶ危険が生じ得るものであって、その適正な運営が継

続的かつ安定的に確保される必要がある上、一般廃棄物は人口等に応じてお

おむねその発生量が想定され、その業務量には一定の限界がある。廃棄物処

理法が、業務量の見込みに応じた計画的な処理による適正な事業の遂行の確

保についての統括的な責任を市町村に負わせているのは、このような事業の

遂行に支障を生じさせないためである。」 

 

② 「市町村長が一般廃棄物処理業の許可を与え得るのは、当該市町村による

一般廃棄物の処理が困難である場合に限られており、これは、一般廃棄物の

処理が本来的には市町村がその責任において自ら実施すべき事業であるた

め、その処理能力の限界等のために市町村以外の者に行わせる必要がある場

合に初めてその事業の許可を与え得るとされたものであると解されること、

上記のとおり一定の区域内の一般廃棄物の発生量に応じた需給状況の下に

おける適正な処理が求められること等からすれば、廃棄物処理法において、

一般廃棄物処理業は、専ら自由競争に委ねられるべき性格の事業とは位置付

けられていないものといえる。」 

 

③ 「市町村長から、一定の区域につき既に一般廃棄物処理業の許可又はその

更新を受けている者がある場合に、当該区域を対象として他の者に対してさ

れた一般廃棄物処理業の許可又はその更新が、当該区域における需給の均衡

及びその変動による既存の許可業者の事業への影響についての適切な考慮

を欠くものであるならば、許可業者の濫立により需給の均衡が損なわれ、そ

の経営が悪化して事業の適正な運営が害され、これにより当該区域の住民の

健康や生活環境に被害や影響が及ぶ危険が生じ得るものといえる。」 

 

④ 「一般廃棄物処理計画との適合性等に係る許可要件に関する市町村長の判

断に当たっては、その申請に係る区域における一般廃棄物処理業の適正な運

営が継続的かつ安定的に確保されるように、当該区域における需給の均衡及

びその変動による既存の許可業者の事業への影響を適切に考慮することが

求められるものというべきである。」 
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⑤ 「市町村長から一定の区域につき既に廃棄物処理法第７条に基づく一般廃

棄物収集運搬業又は一般廃棄物処分業の許可又はその更新を受けている者

は、当該区域を対象として他の者に対してされた一般廃棄物収集運搬業又は

一般廃棄物処分業の許可処分又は許可更新処分について、その取消しを求め

るにつき法律上の利益を有する者として、その取消訴訟における原告適格を

有する。」 


